








































































































































































































































































2 年制であることからも伺える通り、7 割を超えた結果となった。次いで 3 年制 323 学科














職業実践専門課程の告示は、2013（平成 25）年 8月 30日、そして、書類及び資料提出の締
め切りが 2013（平成 25）年 11月 30日で、期間は 3ヶ月間であった。 
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委員会の委員名簿、委員承諾書、評価結果公開資料 3点の提出が必要で 5） 
次に、企業等との連携及び協力の推進のため企業等に対し、教育活動そのた学校運営の状況 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































14 人＋ 総定員数− 60060
10 人＋ 総定員数− 40060













































































































































テ ィ ブ・ ラ ー ニ ン グ、PBL（Project-Based 
Learning 課題解決型学習）を授業に取り入れ
推進する学校、職業実践力をつけるために産学
連携に力を入れ、インターンシップやコーオプ
教育を推進する学校が現れている。文部科学省
をはじめとする各省庁においても社会において
も、キャリア教育、職業実践力を求める機運は
高まっている。専門学校もこれらの機運の高ま
りを社会の要求と受け止め、進めるか否かにあ
るのではないかと思われる。
　職業実践専門課程は、社会が求めている職業
教育に対する専門学校の在り方に係る制度であ
ると解釈ができ、本稿の結論から、認定を受け
た学校は社会が求める職業教育に応え得る学校
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であり、認定を受けない学校は、今だその用意
がなされていない学校であると評価されると推
察するのである。故に本稿の結論から、専門学
校の二極化が進むのではないかと推察されるの
である。
　今後の課題は、認定を受けた専門学校が職業
実践力を育成するためにどのような教育課程を
構築していくか、またその成果について研究を
続けて行きたい。そして、認定を受けない専門
学校とはどのような学校であるか、このような
学校はどのように進み評価されるのかといった
ことを注視し研究していきたい。
【註】
（１）中教審2013年「今後の学校におけるキャリア
教育・職業教育の在り方について」（答申）　P.80
（２）中教審2013年　前掲　P.84
（３）中教審2013年　前掲　P.81
（４）専修学校の振興に関する検討協議会　2009年
「社会環境の変化を踏まえた専修学校の今後の
在り方について　報告」　文科省
（５）中教審2013年　前掲　P.81
（６）中教審2013年　前掲　P.84
（７）吉本圭一　2012年「高等教育における教員と
教育組織に関する調査」　P.5
九州大学大学院人間環境学研究院　高等教育と
学位・資格研究会
文部科学省科学研究費補助金・基盤(A)「非大
学型高等教育と学位・資格制度に関する研究」
